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①

んした。

区 分

その他資本的収入第10項

△20,550,000

第２項 工 事 負 担 金

継続費逓次
繰越額

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

当 初 予 算 額

企業債償還金
第２項

第１項
△ 102,600,000建 設 改 良 費

第１款
△ 102,600,000資 本 的 支 出

支 出

第４項 他 会 計 負 担 金

区　　　分 補 正 予 算 額
流 用
増減額

小 計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額

△ 58,122,000

資 本 的 収 入 △ 58,122,000

第１項 企 業 債

第１款

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計
地方公営企業法第26
条の規定による繰越
額に係る財源充当額

第４項

　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　算

予 備 費

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

営業外費用

水道事業費用
第１款

営 業 費 用
第２項

第１項

支 出

区 分 補正予算額

△20,550,000

流    用
増 減 額

地方公営企
業法第２４
条第３項の
規定による
支出額

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

予 備 費
支 出 額

当 初 予 算 額 小 計

第２項 営 業 外 収 益 △ 176,000

第１項 営 業 収 益 △ 23,372,000

第１款 水 道 事 業 収 益 △ 23,548,000

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
地方公営企業法第２４条 第
３項の規定による支出 額に
係 る 財 源 充 当 額

(注) 資本的収入額が資本的支出額に不足する額585,848,084円は、当年度分消費税及び地方

令 和 年 度 泉 大 津 市

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

区 分

　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　算

第５項 投 資

予　　　　　　　　　　　　　　算

予　　　　　　　　　　　　　　　　　算

予　　　　　　　　　　　　　　　　算

予　　　　　　　　　　　　　　　　　算

（注）資本的収入額が資本的支出額に不足する額 585,848,084 円は、当年度分消費税及び地方消費税

支　出
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（単位：円）

うち、仮受消費税
及び地方消費税
うち、仮受消費税
及び地方消費税
うち、仮受消費税

及び地方消費税

（単位：円）

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

（単位：円）

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

（単位：円）

消費税資本的収支調整額67,630,118円、過年度分損益勘定留保資金518,217,966円で補て

継続費逓次
繰 越 額

　　　　額

決 算 額

うち、仮払消費税及び地方消費税

合 計

翌　年　度　繰　越　額
地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

不 用 額

うち、仮払消費税及び地方消費税

備     考

△ 12,689,200

△ 1,444,300

△ 3,000,000

△ 17,033,500

予算額に比べ
備 考

継続費逓次繰越

額に係る財源充

当額

合 計 決算額の増減

　　　　　　　　　額

決 算 額

　　　額

合 計

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰越額

△ 85,336,509

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰越額

不 用 額 備 考決 算 額

△ 79,632,961

予 算 額 に 比 べ
備 考合 計 決 算 額 の 増 減

水 道 事 業 決 算 報 告 書

　額

決 算 額

合 計

額

額

額

額

翌 年 度 繰 越 額

資本的収支調整額 67,630,118 円、過年度分損益勘定留保資金 518,217,966 円で補てんした。
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（単位：円）

１

２

　

３

４

当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

当年度純利益

長期前受金戻入

雑 収 益

雑 支 出

（ 令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで ）

経 常 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

加 入 金

他 会 計 負 担 金

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

業 務 費

総 係 費

配水及び給水費

受 託 工 事 費

給 水 収 益

営 業 費 用

原水及び浄水費

②　令 和 4 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 損 益 計 算 書 

営 業 収 益

その他の営業収益

1,398,781,129
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③　令 和 4 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

受贈財産
評価額

工事負担金
他会計
負担金

その他資本
剰余金

前年度末残高

前年度処分額

当年度変動額

当年度末残高

④　令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書

（単位：円）

当年度末残高

(繰越利益剰余金)

処分後残高

条例による処分額

        資  　 本　   剰　   余     金  

剰               　余                       金

議会の議決による処分額

未処分利益
剰　余　金

資　本　金

処分後残高

議会の議決による処分額

条例による処分額

資　本　金

資  　本
剰 余 金

当年度純利益

４
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（単位：円）

資本剰余
金合計

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余
金合計

(前年度繰越利益剰余金)

(当年度未処分利益剰余金)

        資  　 本　   剰　   余     金  

剰               　余                       金

資 本 合 計利　益　剰　余　金

資本剰余金
合計

利益剰余金
合計
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（単位：円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

イ

ロ

　

イ

ロ

資 産 合 計

固定資産合計

未 収 金

現 金 預 金

△ 7,671,301貸倒引当金

地方公共団体金融機構出資金

庁舎利用権

投 資 合 計

病院事業会計長期貸付金

電話加入権

投 資

車両運搬具

△ 7,071,962

流 動 資 産

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

△7,613,736,254減価償却累計額

貯 蔵 品

△ 411,282,536

工具、器具及び備品

建設仮勘定

機械及び装置

減価償却累計額

有形固定資産

建 物

構 築 物

土 地

△1,544,082,050

メ ー タ ー

　　⑤　令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 貸 借 対 照 表
（ 令 和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

△ 174,047,953

△ 62,004,569

流動資産合計

有形固定資産合計

無形固定資産合計

無形固定資産
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イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 退職給付引当金

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

イ 賞与等引当金

イ 長期前受金

収益化累計額

イ

ロ

ハ

ニ

イ 建設改良費積立金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

その他資本剰余金

引 当 金

長期前受金

固 定 負 債

流 動 負 債

負　　　債　　　の　　　部

引 当 金

流動負債合計

剰余金合計

他会計負担金

固定負債合計

資 本 合 計

利益剰余金

企 業 債

資本剰余金合計

負 債 合 計

企 業 債

資 本 金

預 り 金

資本剰余金

資 本 金

工事負担金

繰延収益合計

受贈財産評価額

負 債 資 本 合 計

未 払 金

繰 延 収 益

資 本 金 合 計

資　　　本　　　の　　　部

△4,022,495,901

剰 余 金
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　１３年～５０年

構築物　１０年～６０年

機械及び装置　６年～２２年

メーター　８年

車両運搬具　５年

工具、器具及び備品　３年～１５年

ロ．無形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

庁舎利用権　５０年

（３）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手

当の要支給額に相当する金額を計上している。

ロ．賞与等引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に

備えるため、当事業年度末における支給見込額等に基づき、当事業年

度の負担に属する額を計上している。

ハ．貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．減損損失に関する注記

　当事業年度において、次の資産グループについて減損の兆候を認識した。

注注　　記記

用　途 種　類 場　所

遊休資産
（配水場用地） 土地 泉大津市板原４０２－１他７筆
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　水道事業に使用している固定資産は、その全てが一体となってキャッシュ・

フローを生成していることから、原則として全体を単一の資産グループとして

いる。また、遊休資産については個別資産ごとにグループ化している。

　上記資産グループは、取得後に用地の一部が公園として都市計画決定された

り、河川保全区域に指定されたことなどにより遊休資産化したため、減損の兆

候を認識している。

　なお、固定資産税評価額を基礎として算出した正味売却価額が帳簿価額を上

回るため、減損損失は認識していない。

３．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　重要な非資金取引の内容

　当年度、受贈財産として計上した資産の額は、３３，００７，４６７円であ

る。

４．その他

（１）退職給付引当金の取り崩し

　当事業年度において、退職手当の支給に充てるため、退職給付引当金

５，５４５，５５３円を取り崩した。

（２）賞与等引当金の取り崩し

　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法

定福利費の支払いに充てるため、賞与等引当金１０，５４８，２８４円を

取り崩した。

（３）貸倒引当金の取り崩し

　当事業年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒

引当金２，１０５，０３９円を取り崩した。
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１．概　　　　要

（１）総　括　事　項

（イ）　給　水　状　況　等

減少したが、一年を通じて安全で良質な水の安定給水が図られた。

減少し、有収率は、92.6％と前年度比1.6ポイントの減となった。

新事業を計画的に進め、漏水防止及び有収率の向上に努める。

（ロ）建　設　事　業　の　状　況

布設工事(口径100㎜～200㎜　延長586.4m)を施工した。

（ハ）　 財　政　状　況

① 　収益的収支（消費税抜き）

② 　資本的収支（消費税込み）

剰余金となった。

はなく、損失計上していないためである。

本 年 度 に お け る 資 本 的 収 入 は 、 企 業 債 円 前 年 度

昨年度に比べ給水戸数は微増しているものの、給水人口は減少し、有収水量

配水管網の整備として、老朽管更新に伴う工事 口径 ㎜～ ㎜ 延長

円を計上していたが、当年度に該当がなく、利益計上しておら

についても前年度に比べて減少している。

を施工及び堺泉北港湾関連の水道施設整備事業として配水管

に比較し 円 ％ 減少した。これは加入金の対前年度比

（ ％）の減、令和２年度末に泉北水道企業団の解散により、

を計上することとなり、前年度繰越利益剰余金とあわせて 円の

ず、加えて、有収水量の減により、給水収益が対前年度比 円

前年度決算において特別損失 円を計上していたが、当年度に該当

に比較して 円 ％ の減となった。これは、動力費の対前年度

一方、総費用については、 円で前年度 円

⑥ 令 和 ４ 年 度 泉 大 津 市 水 道 事 業 報 告 書

本年度の年間配水量は ㎥で前年度 ㎥ に比較して ％

の減、又、有効水量は ㎥で前年度 ㎥ に比較して ％

本年度の有収水量は ㎥で前年度（ ㎥ に比較して ％

本年度における総収益は、 円で前年度 円

るが、令和２年度末に泉北水道企業団の解散により、前年度決算に特別利益

今後とも水資源有効利用の観点から、全市域における漏水調査及び老朽管更

円（ ％）の増、長期前受金戻入の対前年度比 円

（ ％）の増並びに受託料の対前年度比 円（ ％）の増であ

比 円（ ％）の増、減価償却費の対前年度比 円

（ ％）の増となったものの、修繕費の対前年度比 円

（1.93％）の減となったことなどが主な要因である。

収支差し引きでは 円（前年度 円の純利益）の純利益
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（２）経営指標に関する事項

とされる100％を上回っている。

度比0.26ポイント増の1.34％となっている。

計画的な施設更新に努める。

〈経営指標の推移〉

％ ％ ％ ％ ％

還金181,661,666円(前年度178,285,542円)となった。

比較して146,442,812円(17.43％)の増となった。　

　支出の内訳は、建設改良費804,733,918円(前年度661,667,230円)、企業債償

円）、工事負担金 円 前年度 円 、他会計

負担金 円 前年度 円 、投資 円 前年度

円 並びにその他資本的収入 円の皆増の計 円、

これに対する資本的支出は 円で、前年度（ 円 に

でいるものの、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率は前年

令和４年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支

比率は、有収水量の減少に伴う経常収益の減により前年度比 ポイント減

の ％となったが、健全経営の水準とされる ％を上回っている。

また料金水準の妥当性を示す料金回収率は、前年度比 ポイント減の

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は

前年度比 ポイント増の ％、法定耐用年数を経過した管路延長の割

％となったが、事業に必要な費用を給水収益で賄えている状況

管 路 更 新 率

経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 率

管 路 経 年 化 率

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度平成30年度

地方消費税資本的収支調整額 円、過年度分損益勘定留保資金

518,217,966円で補てんした。

なお、資本的収支の不足額 円については、当年度分消費税及び

今後も、将来の更新需要に備え、現在の経営状況を維持しつつ、引き続き

合を示す管路経年化率は前年度同率の ％、施設の老朽化が進ん
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　　　　(ニ)　普 及 の 状 況

人 人

人 人

戸 戸

人 人

％ ％

％ ％

　　(２)　議　会　議　決　事　項　

　　(３)　職　員　に　関　す　る　事　項　

定数 現在員 （　　）兼任

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

定数に会計年度任用職員は含まない。

令和５年　２月２０日 令和５年　３月１６日

１１

議案第２１号 令和５年度泉大津市水道事業会計予算の件

水　　　道　　　課

参

事

１

１

計

任

用

職

員

会

計

年

度

１ １ ２ ２１ ４ ２ １９３ ３

７
業
務
職
員

２

１１３

２ ２

技
術
職
員

１ １ ２ ２

事
務
職
員 １

課

長

課

長

補

佐

総

務

係

サ
ー

ビ

ス

係

工

務

係

配

水

係

合

計

区

分
部

長

次

長

参

事職

名

９０．７

番 号 件　　　　　　　　　　　名 提 出 年 月 日 議 決 年 月 日

給 水 人 口 ７３，１２８ ７３，４６６

普 及 率
Ｄ÷Ａ×１００ １００．０ １００．０

Ｄ÷Ｂ×１００ ９０．３

７３，４６６

計 画 給 水 人 口（ B ） ８１，０００ ８１，０００

給 水 戸 数 ３６，７９７ ３６，５９３

区 分 令和５年３月３１日現在 令和４年３月３１日現在

行政区域内人口 ７３，１２８

認定第 ２号

議案第１４号

令和３年度泉大津市水道事業会計決算認定の件

令和４年度泉大津市水道事業会計補正予算（第1号）の件

55人 　1９人

令和４年　９月 ７日 令和４年　９月２６日

令和５年　２月２０日 令和５年　２月２０日

（令和５年３月３１日）
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委 託 料 請 負 工 事 費 負 担 金 補 償 費 計

円 円 円 円 円

件数の( )は、内舗装復旧工事件数

給水車 １ 台 １４,３００,０００ 円

７,７８９,８００ 円

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 ２２,０８９,８００ 円

小　　　計 １ 台 １４,３００,０００ 円

固 定 資 産 購 入

小　　　計 ５９５ 台

口 径 １００ｍｍ ８ 台

口 径 １５０ｍｍ １ 台

口 径 　５０ｍｍ ８２ 台

口 径 　７５ｍｍ ４８ 台

口 径 ３０ｍｍ ２ 台

口 径 　４０ｍｍ ７７ 台

　２０ｍｍ ３６４ 台

口 径 　２５ｍｍ ６ 台

区 分 内 容 金　　　　額

メ ー タ ー
メ　ー　タ　ー

口 径 　１３ｍｍ ７ 台

口 径

合　　　　計
２０

（２）

計
１９

（２）
3,565.5ｍ

11,569.0㎡

令和

改
　
良
　
工
　
事

１９
（２）

配水管布設替工事

φ50～φ350
舗装復旧工事

3,565.5ｍ
11,569.0㎡

令和配
　
水
　
管
　
整
　
備

布設替工事

令和

計 １ 586.4ｍ

工　事　内　容
工　　　　　　　　事　　　　　　　　　費 着 工 年 月 日

竣 工 年 月 日

１
配水管布設工事
φ100～φ200

586.4ｍ
令和

２．　工　　　　事

　(２)　資　産　取　得　の　状　況

(１) 建 設 改 良 工 事 の 概 況   

堺
　
泉
　
北
　
港

配水管布設工事

区
分

工　事　区　分 件数
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　(３)　維 持 管 理 工 事 の 概 況

　　(イ)　配 水 管 仮 設 工 事

件

件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数 件 数 戸 数

　　(ハ） 給 配 水 管 修 繕 工 事

配水管 消火栓 仕切弁 給水装置 計 配水管 消火栓 仕切弁 給水装置 計

件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

道路上

屋　内

計

　　(ニ)　量水器修繕・取替工事及び開閉栓

件 数

件

件 件 件

件 件 件

件

　(１)　業　務　量

年度

区分

㎥ ㎥

㎥ ㎥

㎥ ㎥

ℓ ℓ

ℓ ℓ

△ 0.3％

年度
区分

大阪広域水道
企業団

8,213,920㎥ 8,235,943㎥

対 前 年 度 伸 び 率

0.9％

一日最大配水量 0.4％
一人一日平均配水量

一日平均配水量

一人一日最大配水量

３．　業　　務

　　(イ)　受　水　量

0.3％

対 前 年 度 伸 び 率

年 間配水量 △ 0.3％

開 栓 新 設 再 開 栓

△ 0.3％

　　(ロ)　配　水　量

本 年 度 前 年 度

閉 栓

区 分 内 容

修 繕  メーター改造(修理)

取 替 検 定 満 期 故 障

改 造 工 事 引 込 工 事 臨 時 工 事 撤 去 工 事 合 計

区　分
有 料 無 料

合　計

本 年 度 前 年 度

口 径 件 数 延 長

　　(ロ)　給 水 装 置 工 事

新 設 工 事

大阪広域水道
企業団
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　　(ハ)　給　水　量

 用　途
㎥ ％ ㎥ ％ ％

％ ％

％ ％

　　(ニ)　日常水質試験結果

 検水種別等

 試験項目等

． ． ．

水 温 ． ． ．

． ． ．

． ． ．

濁 度 ． ． ．

． ． ．

． ． ．

色 度 ． ．

． ． ．

． ． ．

Ｐ Ｈ ． ． ．

． ． ．

． ． ．

． ． ．

． ． ．

回

回

回

　　(ホ)　電　力　使　用　量

本   年   度 前   年   度

％

年　度 本　　年　　度 前　　年　　度
対前年度伸び率

給　水　量 構　成　比 給　水　量 構　成　比

△ 2.8

有
　
収
　
水
　
量

家 事 用

官公署･学校･病院用

一 般 用

公衆浴場用 △ 8.4

福祉施設用

臨 時 用

そ の 他 △ 8.1

計 △ 2.0

メーター不感

そ   の   他

△ 0.3

事 業 用

計

合 計

無 収 水 量

△ 1.8

有 収 率

有 効 率

未満

中央配水場配水 豊中受水所配水 
市内給水栓

（市内７ヶ所平均） 水 質 基 準

平　　均

－最　　高

最　　低

平　　均 未満 未満

(℃)

2度以下最　　高 未満 未満 未満

(度) 最　　低 未満 未満 未満

平　　均

5度以下最　　高

(度) 最　　低 未満

平　　均

5.8～8.6最　　高

最　　低

臭 味 異常なし 異常なし 異常なし 異常でないこと

遊離残留塩素
(㎎／㍑)

平　　均

０．１㎎／㍑以上最　　高

最　　低

試 験 回 数 市内給水栓水 （延）

（延）

受        水

使  用  量 ＫＷＨ ＫＷＨ

（延）

△ 12.6

△ 4.5

△ 19.6

未満

上記の他、水質基準項目全ての検査を行ったが、いずれも基準値以下であった。

年      度 対前年度伸び率

配        水
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1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

1．

2．

3．

2．

1．

2．

3．

4．

5．

7．

1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

9．

２ 事 業 収 入 に関 する 事項

３ 事 業 費 用 に関 する 事項

４．　会　　　計

　企業債及び一時借入金の概況

　　　(イ)　企　　業　　債

円円計 円 円

円 円

円 円

地方公共団体金融機構 円 円

借  入  先 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

財  務  省 円 円

△ 7.3

計 1,515,055,461 1,583,324,809 △68,269,348 △ 4.3

そ の 他 △1,357,632

支 払 利 息 △2,472,950 △ 4.5

減 価 償 却 費

△ 0.3

動 力 費

受 水 費 △1,585,656

修 繕 費 △14,917,494 △ 18.3

物 件 費

率

人 件 費 △5,962,708 △4.7

区　分 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

△ 3.6

雑 収 益

年　度 本 年 度 前 年 度 対前年度との比較増減

皆減△ 52,843,767

計 △ 61,195,135

△ 126,676

△ 1.3

加 入 金

△ 2.0

他 会 計 補 助 金 △ 102,000

△ 57.6

他 会 計 負 担 金

受 取 利 息 △ 1,514,430

営 業 外 収 益

その他の営業収益

△ 1.9

受 託 工 事 収 益

給 水 収 益 △ 27,553,693

率

営 業 収 益 △ 25,185,413 △ 1.7

年　度 本 年 度 前 年 度 対前年度との比較増減

区　分 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

△72,943,372

長期前受金戻入

特 別 利 益

皆減特 別 損 失
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　　　(ロ)　一　時　借　入　金

本 年 度 最 高 借 入 残 高

円

前 年 度 末 残 高 本 年 度 末 残 高

円 円
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  ⑦　固　定　資　産　

　　　(１)　有　形　固　定　資　産　明　細　書

　　　(２)　無　形　固　定　資　産　明　細　書

円

当 年 度 減 少 額

工具、器具及び備品

車両運搬具

円

年度末現在高
当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

円 円

資産の種類

土 地

建 物

構 築 物

機械及び装置

メーター

当 年 度 増 加 額

建設仮勘定

計

年度当初現在高

円

円

資 産 の 種 類

電 話 加 入 権

庁 舎 利 用 権

年度当初現在高

円

計
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明  細　書

円 円

当年度減価償却高 年 度 末 現 在 高

円 円 円 円

減 価 償 却 累 計 額
年度末償却未済高

当年度増加額 当年度減少額 累　　　　　計
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 ⑧　　　企　　　業　　　債　　

平成 円 円 円

発 行 総 額
償　　還　　高

同

種 類 発行年月日

同

上水道整備事業

当年度償還高 償 還 高 累 計

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

−24− −25−



明　　　細　　　書

円 円 ％ 令和

未 償 還 残 高 発 行 価 額 借 入 先利 率 償 還 終 期

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省
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平成 円 円 円

令和

同

同

同

種 類

同

発行年月日 発 行 総 額

同

同

同

同

合　　　計

当年度償還高 償 還 高 累 計

同

償　　還　　高

同

同

同

上水道整備事業

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同
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円 円 ％ 令和

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

借 入 先

財 務 省

財 務 省

発 行 価 額 償 還 終 期未 償 還 残 高

財 務 省

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

利 率

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構
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(単位：円)

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息

支払利息

資産減耗費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　　　　　小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

他会計からの貸付金返済による収入

その他資本的収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

△ 1,114,831

52,430,188

14,717,826

△ 45,456,500

375,437,316

1,114,831

⑨　令和４年度泉大津市水道事業キャッシュ・フロー計算書

（ 令和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和　５ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

△ 794,377

△ 136,249,609

29,522,205

2,601,210

△ 41,891,749

426,752,673

34,421,637

115,338,334

△ 141,653,006

144,019,123

408,689,085

△ 2,105,039

2,385,141

△ 52,430,188

△ 732,533,993

2,925,987,690

15,583,700

△ 632,428,656

297,000,000

△ 181,661,666

3,067,640,696

50,000,000

100,000
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⑩　　参  　考 　 資 　 料

（注）

本文中

「法２４－３による支出額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額」。

「法２４－３財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額に係る財源充当額」。

「法２６による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額」。

「法２６財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額に係る財源充当額」。

「法２６－２による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額」。

「継続逓繰財源充当額」とあるのは、「継続費逓次繰越額に係る財源充当額」である。
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令和４年度泉大津市水道

（１）収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 法24-3財
源充当額 合　　計

　1　水道事業収益 1,920,838,000 △ 23,548,000 1,897,290,000

　1　営業収益 1,707,633,000 △ 23,372,000 1,684,261,000

1 給水収益 1,622,987,000 1,622,987,000

2 受託工事収益 23,372,000 △ 23,372,000 0

3 61,274,000 61,274,000

　2　営業外収益 213,205,000 △176,000 213,029,000

1 受取利息 1,355,000 1,355,000

2 他会計負担金 11,273,000 △ 123,000 11,150,000

3 他会計補助金 7,623,000 △ 53,000 7,570,000

4 加入金 57,290,000 57,290,000

5 長期前受金戻入 127,953,000 127,953,000

7 雑収益 7,711,000 7,711,000

1,920,838,000 △ 23,548,000 1,897,290,000

目

その他の営業収
益

収　益　合　計

区　　　　分 予　　　算　　　額
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事業決算報告書明細

単位（円）

予 算 現 額 決　算　額

1,817,657,039 △ 79,632,961 149,801,014

1,598,924,491 △ 85,336,509 144,742,208

1,538,408,622 △ 84,578,378 139,627,493

1 料金収益 1,622,987,000 1,538,408,622 139,627,493

0 0

1 受託工事収益 0 0

60,515,869 △ 758,131 5,114,715

1 手数料 4,954,000 4,254,000

3 受託料 56,320,000 56,213,773 5,110,343

4 雑収益 0 48,096 4,372

218,732,548 5,703,548 5,058,806

1,114,831 △ 240,169

2 貸付金利息 1,355,000 1,114,831

9,289,264 △ 1,860,736 2,198

1 他会計負担金 11,150,000 9,289,264 2,198

7,570,000 0

1 他会計補助金 7,570,000 7,570,000

49,042,400 △ 8,247,600 4,458,400

1 加入金 57,290,000 49,042,400 4,458,400

136,249,609 8,296,609

1 長期前受金戻入 127,953,000 136,249,609

15,466,444 7,755,444 598,208

1 不用品売却収益 479,000 68,514 6,229

2 その他雑収益 7,232,000 15,397,930 591,979

1,817,657,039 △ 79,632,961 149,801,014

(款）　　１　　水道事業収益 （項）　　　１　　営業収益

節
うち、仮受消費税及
び地方消費税

費　　目
決  算  額

予算額に比べ
決算額の増減

事業決算報告書明細

単位（円）

予 算 現 額 決　算　額

1,817,657,039 △ 79,632,961 149,801,014

1,598,924,491 △ 85,336,509 144,742,208

1,538,408,622 △ 84,578,378 139,627,493

1 料金収益 1,622,987,000 1,538,408,622 139,627,493

0 0

1 受託工事収益 0 0

60,515,869 △ 758,131 5,114,715

1 手数料 4,954,000 4,254,000

3 受託料 56,320,000 56,213,773 5,110,343

4 雑収益 0 48,096 4,372

218,732,548 5,703,548 5,058,806

1,114,831 △ 240,169

2 貸付金利息 1,355,000 1,114,831

9,289,264 △ 1,860,736 2,198

1 他会計負担金 11,150,000 9,289,264 2,198

7,570,000 0

1 他会計補助金 7,570,000 7,570,000

49,042,400 △ 8,247,600 4,458,400

1 加入金 57,290,000 49,042,400 4,458,400

136,249,609 8,296,609

1 長期前受金戻入 127,953,000 136,249,609

15,466,444 7,755,444 598,208

1 不用品売却収益 479,000 68,514 6,229

2 その他雑収益 7,232,000 15,397,930 591,979

1,817,657,039 △ 79,632,961 149,801,014

(款）　　１　　水道事業収益 （項）　　　１　　営業収益

節
うち、仮受消費税及
び地方消費税

費　　目
決  算  額

予算額に比べ
決算額の増減

−30− −31−



支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

１ 水道事業費用 1,742,181,000 △ 20,550,000 0 0 1,721,631,000

1 営業費用 1,639,427,000 △ 20,550,000 0 1,618,877,000

1 760,947,000 △ 7,271,000 753,676,000

2 205,035,000 7,271,000 212,306,000

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

目

原水及
び浄水
費

配水及
び給水
費
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

1,721,631,000 1,605,702,076 115,928,924 91,035,494

1,618,877,000 1,552,602,138 66,274,862 90,997,583

753,676,000 736,866,066 16,809,934 65,263,527

1 給料 10,513,000 10,303,620

2 手当等 4,771,000 4,376,792 29,321

3
賞与等引当金繰
入額

1,788,000 1,639,493

5 法定福利費 3,202,000 2,940,418

12 備消耗品費 109,000 72,600 6,600

13 燃料費 65,000 30,033 2,730

14 光熱水費 58,000 42,289 3,841

17 委託料 65,337,000 65,108,000 5,918,909

18 手数料 3,000 2,310 210

20 修繕費 184,000 107,820 9,665

23 薬品費 1,688,000 1,672,297 152,027

28 保険料 20,000 19,730

29 公課費 9,000 8,200

30 受水費 665,929,000 650,542,464 59,140,224

212,306,000 188,311,172 23,994,828 15,328,805

1 給料 13,424,000 9,674,844

2 手当等 6,919,000 4,208,443 4,947

3
賞与等引当金繰
入額

2,378,000 1,682,647

5 法定福利費 4,073,000 2,768,178

12 備消耗品費 545,000 459,680 41,780

13 燃料費 508,000 342,087 26,895

15 印刷製本費 45,000 43,450 3,950

16 通信運搬費 777,000 627,272 56,894

17 委託料 61,863,000 58,328,603 5,302,591

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

1,721,631,000 1,605,702,076 115,928,924 91,035,494

1,618,877,000 1,552,602,138 66,274,862 90,997,583

753,676,000 736,866,066 16,809,934 65,263,527

1 給料 10,513,000 10,303,620

2 手当等 4,771,000 4,376,792 29,321

3
賞与等引当金繰
入額

1,788,000 1,639,493

5 法定福利費 3,202,000 2,940,418

12 備消耗品費 109,000 72,600 6,600

13 燃料費 65,000 30,033 2,730

14 光熱水費 58,000 42,289 3,841

17 委託料 65,337,000 65,108,000 5,918,909

18 手数料 3,000 2,310 210

20 修繕費 184,000 107,820 9,665

23 薬品費 1,688,000 1,672,297 152,027

28 保険料 20,000 19,730

29 公課費 9,000 8,200

30 受水費 665,929,000 650,542,464 59,140,224

212,306,000 188,311,172 23,994,828 15,328,805

1 給料 13,424,000 9,674,844

2 手当等 6,919,000 4,208,443 4,947

3
賞与等引当金繰
入額

2,378,000 1,682,647

5 法定福利費 4,073,000 2,768,178

12 備消耗品費 545,000 459,680 41,780

13 燃料費 508,000 342,087 26,895

15 印刷製本費 45,000 43,450 3,950

16 通信運搬費 777,000 627,272 56,894

17 委託料 61,863,000 58,328,603 5,302,591

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

目

3
受託工
事費

20,691,000 △ 20,550,000 141,000

4 業務費 110,468,000 110,468,000
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

18 手数料 56,000 22,920 2,083

19 賃借料 231,000 225,100 19,000

20 修繕費 81,378,000 72,976,018 6,634,034

21 請負工事費 10,708,000 10,177,200 925,200

22 動力費 24,734,000 24,733,030 2,248,411

24 材料費 877,000 693,220 63,020

27
負担金及び交付
金

3,740,000 1,300,000

28 保険料 15,000 14,280

29 公課費 35,000 34,200

141,000 18,958 122,042 1,722

2 手当等 120,000 0

12 備消耗品費 21,000 18,958 1,722

17 委託料 0 0

21 請負工事費 0 0

110,468,000 108,675,982 1,792,018 8,864,150

1 給料 5,961,000 5,951,094

2 手当等 2,933,000 2,812,297 10,255

3
賞与等引当金繰
入額

861,000 785,138

5 法定福利費 1,919,000 1,725,171

12 備消耗品費 263,000 244,398 22,218

13 燃料費 14,000 4,032 367

15 印刷製本費 2,871,000 2,813,045 255,730

16 通信運搬費 7,608,000 6,834,175 621,255

17 委託料 87,921,000 87,401,584 7,945,565

19 賃借料 97,000 96,360 8,760

27
負担金及び交付
金

20,000 8,688

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額
決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

18 手数料 56,000 22,920 2,083

19 賃借料 231,000 225,100 19,000

20 修繕費 81,378,000 72,976,018 6,634,034

21 請負工事費 10,708,000 10,177,200 925,200

22 動力費 24,734,000 24,733,030 2,248,411

24 材料費 877,000 693,220 63,020

27
負担金及び交付
金

3,740,000 1,300,000

28 保険料 15,000 14,280

29 公課費 35,000 34,200

141,000 18,958 122,042 1,722

2 手当等 120,000 0

12 備消耗品費 21,000 18,958 1,722

17 委託料 0 0

21 請負工事費 0 0

110,468,000 108,675,982 1,792,018 8,864,150

1 給料 5,961,000 5,951,094

2 手当等 2,933,000 2,812,297 10,255

3
賞与等引当金繰
入額

861,000 785,138

5 法定福利費 1,919,000 1,725,171

12 備消耗品費 263,000 244,398 22,218

13 燃料費 14,000 4,032 367

15 印刷製本費 2,871,000 2,813,045 255,730

16 通信運搬費 7,608,000 6,834,175 621,255

17 委託料 87,921,000 87,401,584 7,945,565

19 賃借料 97,000 96,360 8,760

27
負担金及び交付
金

20,000 8,688

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

目

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

5 総係費 115,917,000 115,917,000

6
減価償
却費

411,269,000 411,269,000

7
資産減
耗費

15,100,000 15,100,000
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節

115,917,000 94,957,439 20,959,561 1,539,379

. 1 給料 35,006,000 32,855,712

2 手当等 17,742,000 15,664,687 16,794

3
賞与等引当金繰
入額

6,576,000 4,482,925

5 法定福利費 11,431,000 10,010,934

7 旅費 342,000 25,380 2,298

8
退職給付引当金
繰入額

10,812,000 7,930,694

12 備消耗品費 480,000 478,096 43,441

15 印刷製本費 99,000 74,200 6,744

16 通信運搬費 200,000 179,886 16,221

17 委託料 12,804,000 4,989,449 453,586

18 手数料 14,000 0

19 賃借料 639,000 524,462 47,671

20 修繕費 378,000 48,593 4,282

25 研修費 800,000 70,840 6,435

27
負担金及び交付
金

16,484,000 16,481,368 941,907

28 保険料 1,157,000 1,133,613

29 公課費 7,000 6,600

32
貸倒引当金繰入
額

946,000 0

411,269,000 408,689,085 2,579,915

1
有形固定資産減
価償却費

408,694,000 406,114,665

2
無形固定資産減
価償却費

2,575,000 2,574,420

15,100,000 15,083,436 16,564

1 固定資産除却費 14,720,000 14,717,826

2
たな卸資産減耗
費

380,000 365,610

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

うち、仮払消
費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
法26-2
による
繰越額

不 用 額
節

115,917,000 94,957,439 20,959,561 1,539,379

. 1 給料 35,006,000 32,855,712

2 手当等 17,742,000 15,664,687 16,794

3
賞与等引当金繰
入額

6,576,000 4,482,925

5 法定福利費 11,431,000 10,010,934

7 旅費 342,000 25,380 2,298

8
退職給付引当金
繰入額

10,812,000 7,930,694

12 備消耗品費 480,000 478,096 43,441

15 印刷製本費 99,000 74,200 6,744

16 通信運搬費 200,000 179,886 16,221

17 委託料 12,804,000 4,989,449 453,586

18 手数料 14,000 0

19 賃借料 639,000 524,462 47,671

20 修繕費 378,000 48,593 4,282

25 研修費 800,000 70,840 6,435

27
負担金及び交付
金

16,484,000 16,481,368 941,907

28 保険料 1,157,000 1,133,613

29 公課費 7,000 6,600

32
貸倒引当金繰入
額

946,000 0

411,269,000 408,689,085 2,579,915

1
有形固定資産減
価償却費

408,694,000 406,114,665

2
無形固定資産減
価償却費

2,575,000 2,574,420

15,100,000 15,083,436 16,564

1 固定資産除却費 14,720,000 14,717,826

2
たな卸資産減耗
費

380,000 365,610

(款）　　１　　水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用
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（2）資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 小　　　計
法26財
源充当
額

継続逓
繰財源
充当額

合　　計

１ 資本的収入 475,703,000 △ 58,122,000 417,581,000 417,581,000

１ 企業債 300,000,000 300,000,000 300,000,000

1 企業債 300,000,000 300,000,000 300,000,000

２ 工事負担金 108,675,000 △ 58,122,000 50,553,000 50,553,000

1
工事負担
金

108,675,000 △ 58,122,000 50,553,000 50,553,000

４ 他会計負担金 17,028,000 17,028,000 17,028,000

1
他会計負
担金

17,028,000 17,028,000 17,028,000

５ 投資 50,000,000 50,000,000 50,000,000

2 50,000,000 50,000,000 50,000,000

0 0 0

1
その他資
本的収入

0 0 0

475,703,000 △ 58,122,000 417,581,000 417,581,000

目

他会計長
期貸付金
償還金

資本的収入合計

10 その他資本的収入

区　　　　分 予　　　　算　　　　額
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予 算 現 額 決　算　額

400,547,500 △ 17,033,500 3,442,163

297,000,000 △ 3,000,000

297,000,000 △ 3,000,000

1 水道企業債 300,000,000 297,000,000

37,863,800 △ 12,689,200 3,442,163

37,863,800 △ 12,689,200 3,442,163

1 工事負担金 50,553,000 37,863,800 3,442,163

15,583,700 △ 1,444,300

15,583,700 △ 1,444,300

1 他会計負担金 17,028,000 15,583,700

50,000,000 0

50,000,000 0

1
病院事業会計長
期貸付金償還金

50,000,000 50,000,000

100,000 100,000

100,000 100,000

1
災害対策備品購
入助成金

0 100,000

400,547,500 △ 17,033,500 3,442,163

(款）   1   資本的収入 （項）　　１　　企業債

費　　目

単位（円）

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

節 うち、仮受消
費税及び地
方消費税
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支　　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額
継続費逓
次繰越額

流用増
減額

小　　計 法２６によ
る繰越額 合　　　計

　１　資本的支出 1,131,939,000 △ 102,600,000 1,029,339,000 1,029,339,000

　1　建設改良費 950,277,000 △ 102,600,000 847,677,000 847,677,000

1 事務費 17,645,000 17,645,000 17,645,000

7
堺泉北港水
道施設費

59,154,000 △ 7,400,000 51,754,000 51,754,000

8
配水管整備
費

839,819,000 △ 95,200,000 744,619,000 744,619,000

10 営業設備費 33,659,000 33,659,000 33,659,000

　２　企業債償還金 181,662,000 181,662,000 181,662,000

1
企業債償還
金

181,662,000 181,662,000 181,662,000

1,131,939,000 △ 102,600,000 1,029,339,000 1,029,339,000

目

資本的支出合計

区　　　分 予　　　　算　　　　額
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単位（円）

法２６によ
る繰越額

継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

986,395,584 42,943,416 71,072,281

804,733,918 42,943,082 71,072,281

16,243,318 1,401,682 99,481

1 給料 6,532,000 6,531,900

2 手当等 6,028,000 4,773,721

3 賞与等引当
金繰入額 1,245,000 1,163,704

5
法定福
利費

2,533,000 2,531,360

12
備消耗
品費

464,000 400,455 36,403

19 賃借料 843,000 842,178 63,078

34,650,000 17,104,000 3,150,000

17 委託料 6,754,000 0

21
請負工
事費

45,000,000 34,650,000 3,150,000

731,750,800 12,868,200 66,522,800

17 委託料 70,964,000 69,001,900 6,272,900

21
請負工
事費

671,030,000 661,871,100 60,170,100

31 補償金 2,625,000 877,800 79,800

22,089,800 11,569,200 1,300,000

1
固定資産
購入費

14,300,000 14,300,000 1,300,000

2
メーター
費

19,359,000 7,789,800

181,661,666 334

181,661,666 334

1 元金 181,662,000 181,661,666

986,395,584 42,943,416 71,072,281

(款）   1   資本的支出    （項）　　１　　建設改良費

不　用　額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額

単位（円）

法２６によ
る繰越額

継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

986,395,584 42,943,416 71,072,281

804,733,918 42,943,082 71,072,281

16,243,318 1,401,682 99,481

1 給料 6,532,000 6,531,900

2 手当等 6,028,000 4,773,721

3 賞与等引当
金繰入額 1,245,000 1,163,704

5
法定福
利費

2,533,000 2,531,360

12
備消耗
品費

464,000 400,455 36,403

19 賃借料 843,000 842,178 63,078

34,650,000 17,104,000 3,150,000

17 委託料 6,754,000 0

21
請負工
事費

45,000,000 34,650,000 3,150,000

731,750,800 12,868,200 66,522,800

17 委託料 70,964,000 69,001,900 6,272,900

21
請負工
事費

671,030,000 661,871,100 60,170,100

31 補償金 2,625,000 877,800 79,800

22,089,800 11,569,200 1,300,000

1
固定資産
購入費

14,300,000 14,300,000 1,300,000

2
メーター
費

19,359,000 7,789,800

181,661,666 334

181,661,666 334

1 元金 181,662,000 181,661,666

986,395,584 42,943,416 71,072,281

(款）   1   資本的支出    （項）　　１　　建設改良費

不　用　額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額
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